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【個人投資家の皆様へ】
詳しくはホームページをご覧ください。
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株主通信
2022年10月1日から
2023年9月30日まで

2023年  秋 号

株主の
皆様へ

（1）株券電子化に伴い、株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ること
となっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

（2）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、東京証券代行が口座管理機関となっておりますので、東京証券代行にお問合せください。株主名簿管理人
である三菱UFJ信託銀行ではお手続きできませんので、ご注意ください。

（3）未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

事業年度 10月1日～翌年9月30日

※ただし、電子公告によることができない事故、
　その他のやむを得ない事由が生じたときは、
　日本経済新聞に公告いたします。

株主メモ

ご注意

配当金受領
株主確定日

9月30日　
なお、中間配当を実施するときは3月31日

定時株主総会 毎年12月

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先

同連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL：0120ー232ー711（通話料無料）
 郵送先
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部

特別口座の
口座管理機関 東京証券代行株式会社

東京証券代行株式会社　事務センター
〒168-8522 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL：0120ー49ー7009（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所

電子公告により行います
公告掲載URL  https://www.asaka.co.jp/

公告の方法

証券コード
5724

東日本大震災・原子力災害伝承館
「東日本大震災・原子力災害伝承館」は福島県双葉町に2020年
に開館しました。震災前から震災後の資料など約27万点が収蔵
されています。地震や津波、原発事故の被害を後世に伝える物証
や映像などが常設展示されており、これらを通じて、東日本大震
災と原子力災害を知り、考えを深めることで、学びと気付きを得る
ための「ホープツーリズム」が実施され多くの人が参加しています。

波立海岸はいわき市北部の太平洋に面しています。目の前に弁天島と
呼ばれる小島があり、そこに鳥居が立っているため、福島県でも屈指の
初日の出スポットになっています。また、月、天の川、鳥居と海を組み合
わせたり、弁天島に架かる朱塗りの橋と青い海とのコントラストも美し
く、近年「映える」写真の撮影場所として人気です。県道を挟んですぐ
近くにあるアジサイが美しい波立寺とセットで訪れるのがお勧めです。

『波立海岸』（はったちかいがん）



　株主の皆様におかれましては、平素より当社の活動に多大
なるご支援、ご高配を賜り厚く御礼を申し上げます。ここに
2023年９月期における当社の事業概況及び今後の見通しに
ついてご報告申し上げます。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイル
ス感染症対策が新たな段階に移行し、企業活動に持ち直しの
動きがみられ、実質GDPが新型コロナウイルス感染症拡大
前の水準まで回復する等、経済活動の正常化が進みました。
個人消費は緩やかに増加し、景気も緩やかに回復の動きがみ
られました。一方で、地政学リスクの高まりや世界的なイン
フレとそれに伴う金融引き締め、エネルギー・資源価格の高
騰等、不安定な側面もみられました。
　当社グループにおいては、民生電子機器や情報通信機器に
使われる半導体製品等の電子部品需要の低下に伴う取引先の
大幅な減産を受けて、貴金属の取り扱い数量は前期を下回り
ました。 
　主要製品のうち、金の価格は米国金利の利上げペースが一
服するとの見方や、安全資産としての需要の高まりから、ド
ル建て価格が上昇し、高い水準で堅調に推移しました。また
円安ドル高傾向であったことも影響し、円建て価格は前期を
上回る水準となりました。銅の価格は、世界最大の銅消費国
である中国の経済停滞等により需要が低下したことが影響し、
ドル建て価格は前期の水準を下回ったものの、円安ドル高の
影響により円建て価格は前期と同水準となりました。

　このような事業環境の中、当社グループは資源循環型社会
の実現を見据えた取り組みをより拡充し、経営基盤の強化及
び新規事業の確立に努めたほか、社員が自発的にチャレンジ
する風土の醸成を目指し、人事制度を刷新しました。
　既存事業では脱炭素社会の実現に向けた取り組みやDXの
推進等に伴い拡大が期待される電子部品業界において、取引
先とのリレーション強化や独自技術を武器とした新規開拓に
注力しました。 

　新規事業では、リチウムイオン電池（以下 LiB：Lithium-ion 
Battery）再生事業の研究開発及び事業化に注力し、CO₂等
の廃棄物を大幅に削減しつつ、LiBからリチウム等のレアメ
タルを高い収率で回収する独自工程の開発に成功する等、事
業化に向けて大きく前進しました。事業スキーム構築を目的
とした事業パートナーとの連携につきましては、現在も大き
な枠組みの形成に向けて、複数企業とアライアンス締結に向
けた交渉を継続しております。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解、
ご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

【当連結会計年度は減収減益】
　当連結会計年度の連結業績は売上高8,285百万円（対前期3.6％減）、営業
利益395百万円（同51.6％減）、経常利益386百万円（同50.3％減）、親会社
株主に帰属する当期純利益307百万円（同50.6％減）となりました。貴金属の
主要製品価格は前期を上回ったものの、取引先の減産等に伴い、取り扱い数量が
減少したことにより売上高が減少しました。加えて人件費や昨年の新社屋竣工に
伴う減価償却費等の増加、電気料や薬品費等の高騰により減収減益となりました。

【通期連結業績予想について】
　今後の世界経済動向は、新型コロナウイルス感染症による影響が落ち着き、製
造業を中心とする継続的な景気回復が期待されます。一方で、地政学リスクの増
大や世界的なインフレに伴う各国・地域での金融引き締め、中国のゼロコロナ政
策解除後の経済回復遅れ等により、経済成長率は低い水準での推移が予想され
ており、先行き不透明な状況が続く見通しとなっております。 
　電子部品・デバイスメーカー等当社グループの主要取引先の製品のうち、ス
マートフォンをはじめとした移動体通信機器については、コロナ禍での需要拡大の
反動を受ける形で2023年９月期は需要が鈍化したものの、2024年にかけて
徐々に需要が回復していく見通しとなっております。また、自動車・産業機器向け半
導体については、CASEやADAS関連での量産を背景とした需要により、堅調に推
移することが期待されております。一方で、地政学リスクの高まりや世界的なイン
フレに伴い、原材料費や薬品費、電気料の高騰等の懸念が当面継続するものと想
定しております。 
　主要製品である貴金属のうち、金の価格については米国の金利が高い水準で

推移すると見込まれる一方で、安全資産として金の需要が高まることも想定され
ることから、ドル建て価格は2023年９月期と同水準で推移すると見込んでおり
ます。円建て価格は日米の金利差が意識されることによる円安ドル高傾向が続く
ものと想定されるため、堅調に推移すると見込んでおります。
　また、銅の価格につきましては、銅の最大消費国である中国の経済停滞に伴う需
要鈍化が懸念されることから、2023年９月期水準を下回るものと想定しております。

　当社グループは中・長期的な成長に向けて、社員一人ひとりが積極的にチャレ
ンジしていく風土の醸成を目指しております。そのために、2023年９月期中に
刷新しました新人事制度に基づき、評価体系のブラッシュアップや人材育成制度
の構築を継続してまいります。
　既存事業では、営業力の底上げに取り組み、取引先とのリレーション強化や新
規開拓を進めるほか、製造工程の見直し・効率化に伴うコスト低減により、収益力
の向上を図ってまいります。
　新規事業であるLiB再生事業では事業化に向け、より効率的な製品化プロセス
の確立を目指し研究開発を進めるほか、複数企業とのアライアンス締結に向けた
交渉を継続してまいります。既存事業と新規事業を両立させ、企業価値の向上に
努めてまいります。

　このような事業環境の見通しのもと、翌連結会計年度の当社グループは売上
高8,242百万円（対当期0.5％減）、営業利益202百万円（同48.8％減）、経常
利益195百万円（同49.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益326百万
円（同6.3％増）を見込んでおります。

当連結会計年度の概況
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連結財務諸表

■連結キャッシュ・フロー計算書（要約）
（単位：百万円）

697

△ 1,108

202

0

△ 207

1,346

1,138

838

△ 369

△ 179

3

291

1,054

1,346

当　期 前　期
（　      　　　）2022年10月1日～
2023年9月30日 （　      　　　）2021年10月1日～

2022年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

❸

❹

❺

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形及び売掛金

　　棚卸資産

　　その他

　固定資産

　　有形固定資産

　　無形固定資産

　　投資その他の資産

資産合計

1,766

457

1,259

330

4,097

69

366

8,348

1,974

431

1,420

426

3,259

34

339

7,885

当期末
（2023年9月30日）

前期末
（2022年9月30日)

当期末
（2023年9月30日）

前期末
（2022年9月30日)

負債の部
　流動負債
　固定負債
　負債合計
純資産の部
　株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
　その他の包括利益累計額
　新株予約権
　非支配株主持分
　純資産合計
負債純資産合計

2,301
1,790
4,092

504
369

3,423
△ 150

64
40
4

4,255
8,348

2,185
1,582
3,767

504
366

3,197
△ 33
42
36
4

4,118
7,885

❷

■事業セグメントごとの状況

■連結貸借対照表（要約） ■連結損益計算書（要約）
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

8,285
6,032
2,253
1,858
395
35
44
386
5
5

386
79
307

△ 0

307

8,592
5,934
2,658
1,842
815
16
56
776
57
31
802
179
622

△ 0

622

当　期
（　      　　　）2022年10月1日～
2023年9月30日

前　期
（　      　　　）2021年10月1日～
2022年9月30日

❸Point

❹Point

❷Point

❶Point

❺Point

前連結会計年度末に比べて325百万円増加し、4,092百万円となりました。
主な要因は、借入金が438百万円増加し、未払法人税等が135百万円減少したことです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,108百万円の支出となりました（前期は369百万円の支出）。
この主な内訳は、有形固定資産の取得による支出が1,054百万円、無形固定資産の取得による支出が48百万円です。

前連結会計年度末に比べて463百万円増加し、8,348百万円となりました。
主な要因は、建設仮勘定が682百万円増加し、現金及び預金が207百万円減少したことです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、202百万円の収入となりました（前期は179百万円の支出）。
この主な内訳は、長期借入れによる収入が550百万円、長期借入金の返済による支出が112百万円、自己株式の
取得による支出が125百万円、配当金の支払額が80百万円です。

営業活動によるキャッシュ・フローは、697百万円の収入となりました（前期は838百万円の収入）。
この主な内訳は、税金等調整前当期純利益が386百万円、減価償却費が271百万円です。

❶

　主要製品の価格が前期を上回ったものの、
貴金属の取り扱い数量が減少したことによ
り、売上高は7,033百万円（対前期2.9％減）
となりました。
　電気料や薬品費等の高騰、及び間接部門の
経費負担が増加したことにより、セグメント
利益は327百万円（同44.6％減）の減収減
益となりました。

貴金属事業
　主力製品である品質管理システムの販売が増
加したことにより、売上高は196百万円（同
9.4％増）となりました。一方で、間接部門の
経費負担が増加したことにより、セグメント利
益は26百万円（同22.2％減）の増収減益とな
りました。

システム事業
　銅の販売数量の減少により売上高は1,036
百万円（同9.7％減）となりました。輸送費等
の経費負担の増加により、セグメント利益は
13百万円（同90.3％減）の減収減益となり
ました。

環境事業

売上高
　売上原価
売上総利益
　販売費及び一般管理費
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　法人税等合計
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主な要因は、借入金が438百万円増加し、未払法人税等が135百万円減少したことです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,108百万円の支出となりました（前期は369百万円の支出）。
この主な内訳は、有形固定資産の取得による支出が1,054百万円、無形固定資産の取得による支出が48百万円です。

前連結会計年度末に比べて463百万円増加し、8,348百万円となりました。
主な要因は、建設仮勘定が682百万円増加し、現金及び預金が207百万円減少したことです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、202百万円の収入となりました（前期は179百万円の支出）。
この主な内訳は、長期借入れによる収入が550百万円、長期借入金の返済による支出が112百万円、自己株式の
取得による支出が125百万円、配当金の支払額が80百万円です。

営業活動によるキャッシュ・フローは、697百万円の収入となりました（前期は838百万円の収入）。
この主な内訳は、税金等調整前当期純利益が386百万円、減価償却費が271百万円です。

❶

　主要製品の価格が前期を上回ったものの、
貴金属の取り扱い数量が減少したことによ
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となりました。
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経費負担が増加したことにより、セグメント
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益となりました。

貴金属事業
　主力製品である品質管理システムの販売が増
加したことにより、売上高は196百万円（同
9.4％増）となりました。一方で、間接部門の
経費負担が増加したことにより、セグメント利
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りました。
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Information （2023年9月30日現在）

（2023年12月22日現在） 所有者別分布状況

（注）上記比率は、当社保有の自己株式（137,392株）を控除して計算しております。

株主数比率株式数比率

　当社は、廃棄されたリチウムイオン電池（以下 LiB：Lithium-ion Battery）からリチウム(Li)、コバルト(Co)、ニッ
ケル(Ni)、マンガン(Mn)などのレアメタルを回収し、再びLiBの原料として電池メーカーなどに供給する『LiB再生事業』
の事業化に向け研究開発を進めております。この度、LiBからレアメタルを回収する独自工程の開発に成功しましたので、
ご報告させていただきます。

■ EU電池規則の回収率目標の達成
当社が独自に開発した工程は、主要薬液を再生・再利用する循環工程であり、レアメタルを高い回収率で回収すること
が可能です。主力事業である貴金属事業で使用している溶媒抽出技術など、当社が長年にわたり培ってきた技術が存分に
活かされた工程となっています。
　日本国内には、レアメタルの回収率などについて定めた規則がないため、当社ではEUで制定が進められている『EU電
池規則』を達成すべき目標として見据えています。リチウムについては、EU電池規則で定められた2031年までに達成
すべき回収率目標を、コバルトとニッケルについては2027年までに達成すべき回収率目標を達成しています。一般的
には難しいとされるリチウムの回収を得意としている点が、当社技術の強みです。また、回収・再生したレアメタルの品
質については、鉱物由来の資源と同等のレベルを達成しています。

■ 環境への負荷の低減
当社の薬液循環工程では、グリーン電力の
活用などにより、鉱山から資源を採掘・精製
する場合と比較し、CO₂の排出量を大幅に抑
えて、レアメタルを回収することが可能です。
また、工程内で水資源を循環させ、再利用す
ることで、外部に排出される排水の量を大幅
に削減することもできます。

　当社が目指す循環型社会を実現するために
は、CO₂や排水による環境への負荷低減と、
高い回収率でのレアメタルの回収・再生を両
立させる必要があります。開発した工程を実
用化させ、LiB再生事業を事業化させるため
に引き続き研究開発に注力してまいります。

外国法人等
0.65％

個人・その他
97.86％

その他の法人
44.61％

個人・その他
40.78％

外国法人等
1.07％

株式の状況

（注）

株主名

2,102,060
208,100
180,000
162,200
145,000
100,000
72,900
57,148
37,400
31,600

41.98
4.16
3.59
3.24
2.90
2.00
1.46
1.14
0.75
0.63

所有株式数
（株）

持株比率
（％）

有限会社モラル・コーポレーション
白岩政一
株式会社常陽銀行
株式会社東邦銀行
日本生命保険相互会社
東京中小企業投資育成株式会社
日本証券金融株式会社
アサカ理研社員持株会
楽天証券株式会社
竹内信彦

発行可能株式総数
発行済株式総数

株　　主　　数

20,400,000株
5,144,600株

（自己株式137,392株を含む）

3,549名

大株主の状況

独自のレアメタル回収工程の開発に成功しました
会社概要

株式会社アサカ理研

〒963-0725 
福島県郡山市田村町
金屋字マセ口47番地

1969年8月25日

504,295,600円

商 号
本 社

設 立 年 月 日

資 本 金

金地金、銀地金、白金地金、パラ
ジウム、貴金属回収精製処理及
び販売、各種治具の洗浄・再生、
機能部品の再生及び販売

塩化第二鉄液の再生・販売、銅
粉の回収、銅ペレットの製造・
販売

自動計測検査システム、計測ネッ
トワークシステムの開発及び販
売

工業薬品の運搬、廃液の収集運搬

事業内容
①貴金属事業

②環 境 事 業

③システム事業

④その他の事業

／

／

／

／

役　員
山田　慶太
山田　浩太
佐久間　良一
佐久間　幸雄
市川　文子
三崎　秀央
髙野　俊哉
末代　政輔

(注) 取締役  市川文子氏、取締役（監査等委員） 三崎秀央氏、髙野俊哉氏及び末代政輔氏は、
　　社外取締役であります。

代表取締役会長
代表取締役社長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取締役（監査等委員長）
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）

金融機関 11.19％ 金融商品
取引業者
2.36％

金融機関
0.11％

金融商品取引業者
0.79％

その他の法人
0.59％

当社は自己株式（137,392株）を保有しておりますが、議決権がな
いため、上記に含めておりません。また、持株比率は自己株式を控除
して計算しております。

＊本トピックス関連につきましては、2023年8月10日に『国内初！リチウム
　回収率がEU電池規則2031年目標を達成』のタイトルで開示しております。

抽出工程溶解工程

電解工程

抽出工程溶解工程

電解工程

薬液
循環

＜EU電池規則を達成したプロセス＞

EU電池規則2027年
回収率目標を達成

EU電池規則2027年・31年
回収率目標を達成

水資源の循環利用

高回収率の実現 CO₂の大幅削減

（　　　　　）主要薬液の
再生・再利用

炭酸Li 水酸化Li

硫酸Co 硫酸Ni
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Information （2023年9月30日現在）

（2023年12月22日現在） 所有者別分布状況

（注）上記比率は、当社保有の自己株式（137,392株）を控除して計算しております。

株主数比率株式数比率

　当社は、廃棄されたリチウムイオン電池（以下 LiB：Lithium-ion Battery）からリチウム(Li)、コバルト(Co)、ニッ
ケル(Ni)、マンガン(Mn)などのレアメタルを回収し、再びLiBの原料として電池メーカーなどに供給する『LiB再生事業』
の事業化に向け研究開発を進めております。この度、LiBからレアメタルを回収する独自工程の開発に成功しましたので、
ご報告させていただきます。

■ EU電池規則の回収率目標の達成
　当社が独自に開発した工程は、主要薬液を再生・再利用する循環工程であり、レアメタルを高い回収率で回収すること
が可能です。主力事業である貴金属事業で使用している溶媒抽出技術など、当社が長年にわたり培ってきた技術が存分に
活かされた工程となっています。
　日本国内には、レアメタルの回収率などについて定めた規則がないため、当社ではEUで制定が進められている『EU電
池規則』を達成すべき目標として見据えています。リチウムについては、EU電池規則で定められた2031年までに達成
すべき回収率目標を、コバルトとニッケルについては2027年までに達成すべき回収率目標を達成しています。一般的
には難しいとされるリチウムの回収を得意としている点が、当社技術の強みです。また、回収・再生したレアメタルの品
質については、鉱物由来の資源と同等のレベルを達成しています。

■ 環境への負荷の低減
　当社の薬液循環工程では、グリーン電力の
活用などにより、鉱山から資源を採掘・精製
する場合と比較し、CO₂の排出量を大幅に抑
えて、レアメタルを回収することが可能です。
また、工程内で水資源を循環させ、再利用す
ることで、外部に排出される排水の量を大幅
に削減することもできます。

　当社が目指す循環型社会を実現するために
は、CO₂や排水による環境への負荷低減と、
高い回収率でのレアメタルの回収・再生を両
立させる必要があります。開発した工程を実
用化させ、LiB再生事業を事業化させるため
に引き続き研究開発に注力してまいります。

外国法人等
0.65％

個人・その他
97.86％

その他の法人
44.61％

個人・その他
40.78％

外国法人等
1.07％

株式の状況

（注）

株主名

2,102,060
208,100
180,000
162,200
145,000
100,000
72,900
57,148
37,400
31,600

41.98
4.16
3.59
3.24
2.90
2.00
1.46
1.14
0.75
0.63

所有株式数
（株）

持株比率
（％）

有限会社モラル・コーポレーション
白岩政一
株式会社常陽銀行
株式会社東邦銀行
日本生命保険相互会社
東京中小企業投資育成株式会社
日本証券金融株式会社
アサカ理研社員持株会
楽天証券株式会社
竹内信彦

発行可能株式総数
発行済株式総数

株　　主　　数

20,400,000株
5,144,600株

（自己株式137,392株を含む）

3,549名

大株主の状況

独自のレアメタル回収工程の開発に成功しました
会社概要

株式会社アサカ理研

〒963-0725 
福島県郡山市田村町
金屋字マセ口47番地

1969年8月25日

504,295,600円

商 号
本 社

設 立 年 月 日

資 本 金

金地金、銀地金、白金地金、パラ
ジウム、貴金属回収精製処理及
び販売、各種治具の洗浄・再生、
機能部品の再生及び販売

塩化第二鉄液の再生・販売、銅
粉の回収、銅ペレットの製造・
販売

自動計測検査システム、計測ネッ
トワークシステムの開発及び販
売

工業薬品の運搬、廃液の収集運搬

事業内容
①貴金属事業

②環 境 事 業

③システム事業

④その他の事業

／

／

／

／

役　員
山田　慶太
山田　浩太
佐久間　良一
佐久間　幸雄
市川　文子
三崎　秀央
髙野　俊哉
末代　政輔

(注) 取締役  市川文子氏、取締役（監査等委員） 三崎秀央氏、髙野俊哉氏及び末代政輔氏は、
　　社外取締役であります。

代表取締役会長
代表取締役社長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取締役（監査等委員長）
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）

金融機関 11.19％ 金融商品
取引業者
2.36％

金融機関
0.11％

金融商品取引業者
0.79％

その他の法人
0.59％

当社は自己株式（137,392株）を保有しておりますが、議決権がな
いため、上記に含めておりません。また、持株比率は自己株式を控除
して計算しております。

＊本トピックス関連につきましては、2023年8月10日に『国内初！リチウム
　回収率がEU電池規則2031年目標を達成』のタイトルで開示しております。

抽出工程溶解工程

電解工程

抽出工程溶解工程

電解工程

薬液
循環

＜EU電池規則を達成したプロセス＞

EU電池規則2027年
回収率目標を達成

EU電池規則2027年・31年
回収率目標を達成

水資源の循環利用

高回収率の実現 CO₂の大幅削減

（　　　　　）主要薬液の
再生・再利用

炭酸Li 水酸化Li

硫酸Co 硫酸Ni



うつくしま観光プロモーション推進機構（公益財団法人福島県観光物産交流協会 内）

で検索福島の旅が丸わかり!! 福島の旅

〒960-8053　福島県福島市三河南町1番20号（コラッセふくしま７階）
TEL：024-525-4024　FAX：024-525-4087
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P!

https://www.asaka.co.jp/

【個人投資家の皆様へ】
詳しくはホームページをご覧ください。

第56期

株主通信
2022年10月1日から
2023年9月30日まで

2023年  秋 号

株主の
皆様へ

（1）株券電子化に伴い、株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ること
となっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

（2）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、東京証券代行が口座管理機関となっておりますので、東京証券代行にお問合せください。株主名簿管理人
である三菱UFJ信託銀行ではお手続きできませんので、ご注意ください。

（3）未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

事業年度 10月1日～翌年9月30日

※ただし、電子公告によることができない事故、
　その他のやむを得ない事由が生じたときは、
　日本経済新聞に公告いたします。

株主メモ

ご注意

配当金受領
株主確定日

9月30日　
なお、中間配当を実施するときは3月31日

定時株主総会 毎年12月

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先

同連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL：0120ー232ー711（通話料無料）
 郵送先
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部

特別口座の
口座管理機関 東京証券代行株式会社

東京証券代行株式会社　事務センター
〒168-8522 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL：0120ー49ー7009（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所

電子公告により行います
公告掲載URL  https://www.asaka.co.jp/

公告の方法

証券コード
5724

東日本大震災・原子力災害伝承館
「東日本大震災・原子力災害伝承館」は福島県双葉町に2020年
に開館しました。震災前から震災後の資料など約27万点が収蔵
されています。地震や津波、原発事故の被害を後世に伝える物証
や映像などが常設展示されており、これらを通じて、東日本大震
災と原子力災害を知り、考えを深めることで、学びと気付きを得る
ための「ホープツーリズム」が実施され多くの人が参加しています。

波立海岸はいわき市北部の太平洋に面しています。目の前に弁天島と
呼ばれる小島があり、そこに鳥居が立っているため、福島県でも屈指の
初日の出スポットになっています。また、月、天の川、鳥居と海を組み合
わせたり、弁天島に架かる朱塗りの橋と青い海とのコントラストも美し
く、近年「映える」写真の撮影場所として人気です。県道を挟んですぐ
近くにあるアジサイが美しい波立寺とセットで訪れるのがお勧めです。

『波立海岸』（はったちかいがん）


